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研究成果の概要（和文）：本研究は，異文化下において有効な人的資源管理（HRM）モデルを明らかにすること
を目的に行われた。文献調査による理論研究と事例調査および質問票調査による実証研究の結果、次の点が明ら
かとなった。第一に、HRMの構成要素である職務特性が従業員の態度に及ぼす影響が，国レベルの文化的特性に
応じて異なることである。第二に，HRMによって形成される職場の関係性がHRMの成果を規定していることが示さ
れた。第三に、社会的意義や社会的影響力といった職務の関係的・対人的側面が、HRMと組織成果との関係を媒
介する要因となっていることも明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：In this research project, we investigated the effectiveness of human 
resource management practices in cross-cultural context. Our results indicated that the effect of 
job characteristics on job performance varies by national cultures. Research also posited that human
 resource management practices such as training and work design shaped interpersonal relations at 
work ,which in turn related to individual performance. This research also revealed that relational 
job characteristics moderated the relationships between HRM and organizational performance. 

研究分野：経営学
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１．研究開始当初の背景 
 
近年，製造業を中心とする日本の企業は，
東南アジア諸国を戦略的拠点と位置づけ，そ
れらの国々への投資を加速させている。それ
とともに学術的にも国際経営論や国際経済
学の分野を中心に，当該地域におけるメーカ
ー・サプライヤー関係や経営の現地化に関す
る実態などが明らかにされてきた。こうした
中で，日本企業が東南アジアでどのような
HRM を構築・運用するのが有効なのかとい
う問題が，実務家および研究者双方の間で注
目を集めつつある。 
企業のHRMがどのように組織業績に影響
を与え，またいかなるHRM施策や類型が高
業績に結び付くのかという問いに対しては，
経営学では戦略的人的資源管理論において
精力的に研究が行われてきた。この研究領域
では，関連分野である経営戦略論や組織論な
どの知見も援用しながら，企業のHRMシス
テムを構成する教育訓練，人事評価，報酬管
理などの施策間での適合や，HRM システム
と企業が採用する戦略との適合の重要性が
指摘されてきた。また，これらの適合的な
HRM が従業員の組織コミットメントに影響
を与え，それが個人レベルの成果ひいては組
織業績に影響を与える可能性が多くの実証
研究によって明らかにされている（Arthur, 
1994; Huselid, 1995;  MacDuffie, 1995）。
その一方で，これらの実証研究では，HRM
の有効性に影響を与える外部要因として企
業の戦略のみが取り上げられ，Beer et al.
（1984）や Fombrun, Tichy & Devanna
（1990）などの初期の戦略的人的資源管理研
究によって主張されていたもう 1つの主要コ
ンテキストである文化的特性との関わりに
ついては明示的に分析されてこなかった。さ
らに，主に欧米で精緻化されてきた先の枠組
みについての他国での追試研究がいくつか
行われているものの，その分析結果がどのよ
うな文化的作用を受けて生じているのかに
ついては十分に検討されているとは言いが
たい。 
 企業経営における国際化では，現地国の文
化的特性を踏まえてHRMを設計・運用して
いかなければならない。文化的特性が異なれ
ば，客観的には同じ HRM の施策に対して，
対象となる従業員が異なる反応や態度を示
すことが予想されるためである。たとえば，
インドネシア，マレーシア，シンガポールな
どの東南アジア諸国は日本以上に集団主義
の特性が強いことが明らかにされているが
（Kogut et al., 1988），こうした国々におい
ては集団やチームを単位においた評価・報酬
の設計が日本に比べて好意的な反応を示さ
れることが予想される。また，組織と個人の
関係が明示的な契約関係に移行しつつある

日本の従業員と，宗教上の背景から人間関係
の階層を意識して働く東南アジア諸国の従
業員とでは，同じHRM施策に対して異なる
反応を示すことなどは十分に考えられる。申
請者は，柴田（2013）および柴田・上林（2013）
において，日本，米国，中国という異なる文
化圏における従業員の役割外行動に関して
量的・質的な差異がみられること，またそれ
らの差異がHRMの要素である評価・報酬の
仕組み上の違いから生じていることを明ら
かしている。 
 
２．研究の目的 
 
本研究では，異文化下において有効な人的
資源管理（HRM）モデルを明らかにするこ
とを目的とした。 
より具体的には，HRM と個人・組織レベ
ルの成果との関係に対して，国レベルの文化
的特性がどのように影響しているのかにつ
いて，日本および東南アジアの主要各国にお
ける実態調査をもとに明らかすることであ
った。 
その実現のために，以下のような 3つの研
究課題を設定した。 
① 日本と東南アジア諸国で展開されている
HRMの差異に関する実態把握 
② 国レベルの文化的特性が HRM に与える
影響の解明 
③ 文化的特性が HRM と個人・組織レベル
の成果との関係に与える影響の解明 
これらの 3つの点に着目することで，異文
化下において有効となるHRMモデルを解明
しようと試みた。 
 
３．研究の方法 
 
本研究は，先の研究課題を明らかにするた
めに，先行諸研究の系譜や各種資料を精査す
る「理論研究」と，新たな現状・実態の補足
をすべく調査する「実証研究」との双方を併
行させながら進めた。 
理論研究では，国レベルの文化的特性と

HRM の関連について議論している研究につ
いての体系的なレビューを行った。 
実証研究は，質問票調査と事例調査の 2つ
の部分から構成された。質問票調査では，日
系企業の従業員を対象とした質問票調査と，
日系企業およびタイの現地資本企業の従業
員を対象とした大規模なオンライン・アンケ
ート調査を実施した。これらのデータについ
ては，主に多変量解析による分析を行った。
事例調査では，日本とタイおよびインドネシ
アで事業を行っている民間企業の人事担当
者や従業員を対象としたインタビュー調査
を複数回にわたって実施した。 
 
４．研究成果 
 
これまでの研究の結果，国レベルの文化的



特性がHRMと組織成果との関係に与える影
響について，以下の点が明らかとなった。 
第一に，日本と比べて，東南アジアでは業
務マニュアルの整備や規則の厳格化による
の職務の公式化が，職務の満足度や組織に対
するコミットメントといった従業員の肯定
的な職務態度を促進していたことである。経
営学の職務設計論によれば，仕事に対するモ
チベーションに影響を及ぼす職務特性は，職
務の重要性や技能の多様性，職務の自律性な
どがある。今回の研究で明らかとなったこと
は，東南アジアの国々では，とりわけ自律的
に仕事ができる範囲を狭めるような職務の
特性が，肯定的な態度に寄与していたのであ
る。さらに，職務設計に関して，日本国内の
医療・福祉の分野では，職務の対人的・関係
的な特性が，従業員の態度に影響を与えるこ
とが明らかとなった。具体的には，この業界
では，仕事に対する社会からの肯定的な評価
や仕事の成果が社会に及ぼすインパクトに
対する認知が，職務の満足度と有意な相関を
もつ規定要因となっていることが確認され
た。 
第二に，東南アジアの諸国では，従業員の
関心が自身の業務や職場の人間関係に限定
されており，組織全体の方針や習慣を改善す
る姿勢や態度が消極的であることが示され
た。近年の経営学では，組織における人的ネ
ットワークを社会関係資本として位置付け，
その具体的な効果が注目されている。具体的
には，職場におけるネットワーク構造が，職
場の他者への貢献を意識した行動の促進に
寄与していることなどが明らかにされてい
る。本研究は，このような知見が東南アジア
のHRMの展開においても適用できる可能性
を示唆している。したがって，こうした国々
においては，職場の凝集性に配慮した教育訓
練制度や集団主義的な報酬設計などの HRM
が重要となるであろう。 
第三に，一般の従業員とその管理者との間
で職務パフォーマンスに対する認知的なギ
ャップがみられ，そのギャップの程度が職務
態度に影響を及ぼしていることが確認され
た。具体的には，従業員の職場の他者や組織
全体への積極的な貢献を意識したパフォー
マンス行動について，従業員本人とその管理
者との間に認識上のギャップが確認できた。
また，これらのパフォーマンス行動について
過小評価をしている従業員ほど，自身が行っ
ている職務の社会的な意義も低いと判断す
る傾向が確認された。 
以上の研究結果から得られる結論は，文化
的特性が異なれば，従業員は，客観的にみれ
ば同じHRM の施策でも，異なる反応や態度
を示すということができる。したがって，異
文化下においては，HRM 施策の合目的性の
みならず，その国の文化的特性を踏まえた個
別性を考慮に入れたマネジメントが有効で
あると結論づけることができる。 
本研究は，経営学で希薄であった文化的特

性がHRMの有効性に及ぼす影響を検証した
という点で，独自の理論的貢献を果たしてい
る。また，東南アジアで事業を展開している
日系および現地企業に関する基礎的データ
を提示できたという点での貢献もある。さら
に，実務上においても，異文化下における有
効なHRMモデルを示すことで，海外進出を
図ろうとする企業のマネジメントに大きな
示唆を与えるものである。 
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